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0 A1時代のデジタル人材確保・育成特別セミナー

0 自治体DXを進めるうえで、 デジタル人材の確保・育成が必要不可欠であることを踏まえ、

令和5年度からデジタル人材の確保育成に携わる担当部局の職員（管理職を含む）を対象とし

た「デジタル人材確保・育成特別セミナー」を開催

0 地方公共団体におけるA Iの効果的かつ実践的な活用が求められる中、 デジタル人材確保・

育成の取組を支援するため、 令和8年度からAI課目を新設した「AI時代のデジタル人材確

保・育成特別セミナー」を開催

・開催回数：年2回（①令和8年8月頃、 ②令和8年11月～令和9年 1 月頃実施予定）

・研修期間：3泊4日 ※定員各期50名程度

【令和7年度開催実績】

● ①令和 7 年 8 月 19 日（火） ～22日（金） ／②令和 8 年 1 月 13 日（火） ～ 16 日（金）

●仮受付（意向調査）を4月中旬～下旬に実施

【令和7年度研修内容】 ※令和8年度は、 A I課目新設に伴い内容を
一

部変更予定

●有識者による講義や先進的な取組・運営方法に関する情報提供
＜講義＞

・自治体DX 推進の意義（吉本明平 （一財）全国地域情報化推進協会企画部担当部長）
・自治体DXが目指す方向性と求められる人材（野村敦子 日本総合研究所調査部主任研究員）
．働き方の再デザイン～DXも通じた3つのゼロ～（菅原直敏 磐梯町「旅する」副町長）
•自治体実務経験から見た自治体DX（廣川聡美 元横須賀市副市長）
· DX時代に求められる人材育成（大谷基道 獨協大学法学部長）

く国からの情報提供＞

総務省地域情報化企画室／総務省給与能率推進室

く先進自治体からの事例発表＞
広島県／石川県金沢市／兵庫県神戸市／栃木県真岡市／静岡県小山町

●セミナ ー参加者間での自治体DX推進に関する意見交換及び政策提言の発表
（講師 廣川聡美 元横須賀市副市長）
















